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製品安全データシート 

 
１．製品および会社情報 

 製    品   名 ： 超高濃度 床 クリーナー ２in1 

 会    社    名 ：  株式会社ステップソリューション 

 住        所 ： 大阪市東住吉区西今川 1－11－2 

 担 当 部 門       ： 品 質 管 理 ／担 当 者：涌 田 幸 助 

 電 話 番 号       ： ０６－７１６４－７１０１ 

 Ｆ Ａ Ｘ 番 号   ： ０６－７８９７－８１９７ 

 緊 急 連 絡 先    ： ０８０－４７０６－０１２８ 

２．組成、成分情報 

 単一物質/混合物の区別：混合物 

 化学名もしくは一般名 ： 床用ハクリ剤及び洗浄剤 

 主たる用途           ： 床用ハクリ及び清掃 

 成分及び含有量    ： 界面活性剤５％（直鎖アルキルベンゼン系）、グリコール系溶剤、 

                         有機アミン系ビルダー、アルカリ剤、着色剤、水 

 

３．危険有害性の要約 

 最重要危険有害性       ： 危険有害性は極めて少ない 

 有害性                 ： 極めて少ない 

 物理的及び化学的危険性 ： 該当物質なし 

 特定の危険有害性       ： データなし 

 分類の名称 （日本式） ： 分類基準に該当しない 

 

４．応急措置 

 目 に 入 っ た 場 合   ： 直ちに大量の清浄な流水で 15 分以上洗い、医師の診断を受けること。洗眼の 

                           際、まぶたの裏側まで水が行き渡るように洗うこと。 

 皮膚に付着した場合     ： 大量の水を用いて充分に洗い落とす。外観に変化が見られたり、 

                           痛みなどが続く場合は医師の診断を受ける。 

 吸 入 し た 場 合      ： 適切な呼吸保護器を使用して、当人を速やかに暴露場所から移動させる。 

                          もし呼吸が停止している場合、人工呼吸を行う。安静にしておく。 

              速やかに医師の手当を受けさせること。 

 飲 み 込 ん だ 場合  ： 誤って飲み込んだ場合、無理に吐き出そうとしてはならない。 安静にし、 

              速やかに医師の手当を受けること。 

 

５．火災時の措置 



 消 火 剤        ： 水、炭酸ガス、泡、粉末、ドライケミカル等の一般消火剤を使用する。 

使ってはならない消火剤 ： 知見なし 

 特定の消火方法     ： 火災にさらされた表面を冷却することと、可燃性の物を周囲から取り除き、 

               適切な保護具（耐熱着衣など）を使用し、消火する。 

 火災時の特定有害性   ： 燃焼などによりＣＯなどの有害ガスを発生する恐れがある。 

 消火を行う者の保護   ： 呼吸用保護具等を着用する。 

 

６．漏出時の措置 

 人体に対する注意事項  ： 作業の際には適切な保護具（手袋、保護マスク、エプロン、ゴーグル等）を着 

               用し、飛沫が皮膚等に付着したり、吸入しないようにする。 

 環境に対する注意事項  ： 河川、湖沼などへ排出され、環境へ影響を起こさないように注意する。流出さ 

               せた場合には地域の規則に従う。 

除去方法        ： コンクリート上に漏れると滑りやすいので、水で洗い流す。 

 二次災害の防止策    ： 漏出した場所周辺には、関係者以外の立ち入りを禁止する。 万一河川、湖 

               沼等公共水域に流出した場合、直ちに所轄の公害担当者に連絡する。 

 

７．取扱いおよび保管上の注意 

＜技術的対策ならびに注意事項＞ 

     ・ 一度、容器から出した液は元の容器へ戻さない。 

     ・ 取り扱いの都度、容器は密閉する。 

     ・ 容器の移動並びに開封時には注意して取り扱い、漏出や飛沫の飛散を防止する。 

     ・ 残液を排水溝に流さない。 

＜安全取り扱い注意事項＞ 

     ・ 小分け容器等には中味の名称を明記し、誤飲を生じないよう十分に選定に注意する。 

     ・ 製品容器及び小分け容器は、転倒させたり衝撃を与えたり等乱暴な取扱いをしない。 

     ・ 皮膚に触れないよう、目・口等に入らないように注意する。 

     ・ 必要に応じ保護具を着用する。 

＜適切な保管条件＞ 

     ・ 使用後は密栓し、転倒、落下、損傷等が起こらないように保管する。 

     ・ 冬期には凍結させない。 

     ・ 異物混入のないこと。 

＜安全な保管包装材料＞ 

     ・ 特になし  

 

８．暴露防止および保護措置 

保 護 具 

 ・目の保護      ： ゴーグル等を使用する。 

 ・手の保護      ： ゴムもしくはビニール保護手袋を使用する。 

 ・皮膚および身体の保護： 長袖作業着、必要に応じ保護服及び保護長靴を着用する。 

 ・呼吸系の保護    ： 通常の作業の場合は必要なし。 

適切な衛生対策 



  ・保護具は決められた場所に保管し、有効期限が切れたものは使用しない。望ましくは、手洗い、 

洗顔設備等を取り扱い場所近くに設置する。 

 

９．物理的および化学的性質 

  ・形状         ： 淡黄色透明液体      ・引火点     ： なし  

  ・色                    ： 淡黄色                   ・発火点          ： なし  

  ・におい                ： 低臭                     ・蒸気圧          ： データなし  

  ・沸点                  ： １００℃                 ・密度（比重）    ： １．０２ 

  ・融点、凍結点          ： ０℃以下                 ・溶媒への溶解性  ： 水に可溶  

  ・分解温度              ： データなし             ・粘度      ： データなし  

・その他                ： 特になし 

 

１０．安定性および反応性 

  ・安定性       ： 通常の状態では安定 

  ・反応性       ： 通常の状態では安定 

  ・自己反応性   ： なし 

・発火性       ： なし 

 

１１．有害性情報 

  ・急性毒性         ： データなし 

  ・局所効果         ： データなし 

  ・感作性           ： データなし 

  ・慢性・長期毒性   ： 配合原料全てにおいて特筆すべき報告はない。 

  ・発がん性         ： 配合原料全てにおいて特筆すべき報告はない。 

  ・変異原性         ： 配合原料全てにおいて特筆すべき報告はない。 

  ・催奇性           ： 配合原料全てにおいて特筆すべき報告はない。 

  ・生殖毒性         ： 配合原料全てにおいて特筆すべき報告はない。 

 

１２．環境影響情報 

 原液および洗浄廃液を一般環境内に排出させない。 

 河川、湖沼などに流入すると環境に影響を及ぼすことが考えられる。 

  ・移動性          ： 知見なし 

  ・残留性／分解性  ： 知見なし 

  ・排水基準を定める総理府令別表１に掲げる有害物質を含まない。 

  ・生態蓄積性      ： 知見なし 

  ・生態毒性        ： 知見なし(魚毒性） 

  ・その他          ： 特筆すべきデータなし 

 

１３．廃棄上の注意 

 残余廃棄物 

  ・関連法規制及び地域の条例、規則に従い処理又は、許可を受けた産業廃棄物処理業者へ委託処理する。 

 ・容器、機器装置等を洗浄した排水などは、地面や排水溝へそのまま流さない事。 



  ・排水処理、焼却等により発生した廃棄物についても廃棄物の処理及び清掃に関する法律および関係する 

   法規に従って処理を行うか、委託処理する事。  

  ・ 「毒物及び劇物の方法に関する基準」に従って処理をする。 

    汚染容器・包装 

  ・空容器等を廃棄する場合は、水洗いなど内容物を完全に除去した後処分する。 

  ・地域の条例、規則に従い処分又は、許可を受けた産業廃棄物処理業者へ委託処分する。 

 

１４．輸送上の注意 

  ・国内規制                       ： 取り扱い及び保管上の注意の項の記載事項を参照のこと。 

  ・国連分類                       ： 該当しない 

  ・国連番号                       ： なし 

  ・輸送時の特定の安全対策及び条件 ： 運搬に際しては輸送前に容器の破損、腐食、漏れなどが 

                                      無いことを確かめ、転倒、落下、損傷がないように積み込み、 

荷崩れ防止を確実に行う。 

 

１５．適用法令 

  ・化学物質管理促進法 （P R T R 法） ： なし  

  ・消防法                            ： なし  

  ・労働安全衛生法 （有規則含む）    ： なし  

  ・毒物及び劇物取締法                ： なし  

  ・船舶安全法                        ： なし  

  ・航空法                            ： なし  

 

１６．その他の情報 

  ・記載内容は現時点で入手できる資料、データに基づき作成しており、新規知見により改訂されることがあ  

  ります。また、注意事項は通常の取り扱いを対象としたものであり、特殊な取り扱いの場合は、用途や用 

  法に適した安全対策を実施の上、ご利用ください。記載内容は、情報の提供であって保証するものでは 

   ありません。 

 


